
輸

149,150人 　西

係

境線　　　 151,

8

402人 　西境線　　

4

　 154,944人

1

　小垣江線　　 170,129人 　小垣江線　　 170,728人 　小垣江線　　 177,688人
　東刈谷線　　 118,871人 　東刈谷線　　 124,650人 　東刈谷線　　 126,641人
　一ツ木線　　　58,858人 　一ツ木線　　　62,819人 　一ツ木線　　　64,184人
　依佐美線　　　56,661人 　依佐美線　　　55,455人 　依佐美線　　　56,996人

・路線の充実や増便により順調に利用者数をのばしてきた。

成果
・バス車両への有料広告掲載を希望する広告主を募集し、平成29年度は233万円の広告収入を得られた。

　バス増便やバス停まで遠い地区への乗り入れの要望等に対し検討する必要がある。

　また、愛称の公募などを検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

成果 利用者数（人） 694,319 700,656 713,962 727,000 741,000
指標

指標
　近隣市では、規模の大小や有料・無料の違いはあるが、各団体でコミュニティバスを運行している。　

他市との 安城市　あんくるバス《11路線　利用料100円》、碧南市　くるくるバス《2路線　利用料無料》、知立市　
比較検証 ミニバス《5路線　利用料100円》、高浜市　いきいき号《5路線　利用料100円》

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　

Ｃ
　
事
　
業

　

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

∧

円
２７年度 ２８年度 ２

　

９年度 ３０年度 ２９年

　

度

（決算） （決算） （

実

決算） （予算） 事業費

　

内訳

事業費　① 219

　

,763 233,69

施

3 305,220 31

　

7,009 合計 305

　

,220,199 円

∨

需用費 573,912 円

財
　
源

特定財源 1,074 1,798 2,516 1,384 委託料 303,079,786 円
使用料及び賃借料

一般財源 218,689 231,895 302,704 315,625 1,566,501 円

職員人件費　② 8,226 7,034 10,856 12,089

総事業費（①＋②） 227,989 240,727 316,076 329,098

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 ・広告料収入
・バス待機場市町負担金

３１年度以降の事業費見込 0 ・バスロケーションシステム
　市町負担金

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

０

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市環境

基本施策 道路・

平

交通
施策体系

施策の内

成

容 公共交通の充実

目
　

２

　
　
的

　市内公共施設

９

等を結ぶ連絡バスを運

年

行する

主
た
る
内
容

○運

度

行路線　6路線（始発

評

～終着）
ことで、公共

価

施設利用の利便性の向

）

上を図る 　東境線　（

刈

刈谷ﾊｲｳｪｲｵｱｼ

谷

ｽ～ひまわり）
ととも

市

に、広く一般市民、特

事

に交通弱者と言 　西境

務

線　（洲原温水ﾌﾟｰ

事

ﾙ～ひまわり）
われる

業

高齢者等の積極的な社

評

会参加と、渋滞 　小垣

価

江線（小垣江駅東口～

シ

逢妻駅南口）
緩和や環

ー

境負荷低減等の観点か

ト

ら、通勤通学 　東刈谷

（

線（半城土町大原～生

様

きがいｾﾝﾀｰ）
の利

式

用を促進する。 　一ツ

１

木線（総合運動公園～

）

市役所）
　依佐美線（

会

東刈谷駅北口～小垣江

計

駅西口）
○運行回数　

名

　1日8往復（東境、

担

西境、小垣江、東刈谷

当

）
　1日5往復（一ツ

部

木、依佐美）
○利用料

都

金　無料

位
置
づ
け

関連

市

計画 刈谷市都市交通戦

政

略、環境都市アクショ

策

ンプラン、衣浦定住自

部

立圏共生ビジョン

根拠

一

法令 刈谷市公共施設連

般

絡バス運行事業実施要

会

綱

対象者 対象者を限定

計

せず 事業期間 平成９年

公

度 ～

実施方法 □直営　

共

■委託　□指定管理　

施

□補助・助成　□その

設

他

連絡バス運行管理

Ｂ
　
事
　
業
　
実

事

　
績

２７年度実績 ２８

業

年度実績 ２９年度実績

担

３０年度計画

総利用者

当

数　　 694,31

課

9人 総利用者数　　 

都

700,656人 総利

市

用者数 　　713,

交

962人 総利用者数 

通

　　727,000人

課

運行路線別内訳 運行路

款

線別内訳 運行路線別内

項

訳
　東境線　　   

目

140,650人 　東

担

境線　　   135

当

,602人 　東境線　

係

　   133,50

運

9人
　西境線　　　 



係

8 4 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　高齢

平

者等の移動手段を確保

成

し積極的な社会参加、

３

渋滞緩
・法的業務

高い

０

和や環境負荷低減等の

年

観点から、市民の移動

度

環境の向上の
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

平

ためには不可欠と考え

成

ている。
・市民生活上

２

必要である　など

　利

９

用者は年間70万人を

年

超え、近隣市に比べて

度

も多くの方
・コストの

評

節減、費用対効果
普通

価

に利用していただいて

）

いるという点では効果

刈

が大きいと考
効率性 ・

谷

執行体制の効率性 える

市

が、経費面や運行形態

事

等、今後改善できる余

務

地は多い
・手段の最適

事

性　など と考えられる

業

。

　市民の公共施設の

評

利便性を図るとともに

価

、高齢者等の積
・市が

シ

主体となって実施する

ー

高い
極的な社会参加を

ト

促進するため、市内全

（

域を無料で運行し
妥当

様

性 　べき事業であるか

式

ていることから市民生

２

活にとって欠くことの

）

できない移動
・総合計

会

画との整合性　など 手

計

段として、市が主体と

名

なって実施する事業と

担

している。

　市民サー

当

ビスへの効果は十分あ

部

ると考えられるが、施

都

策

施策への ・施策への

市

貢献度
普通

への貢献や

政

目標の達成に向け、今

策

後、運行形態等の改善

部

を
・目標達成度 検討し

一

ていく。
貢献度 ・市民

般

サービスへの効果　な

会

ど

今後の方向性 □拡充

計

　□現状維持　■改善

公

・効率化　□縮小　□

共

終期設定　□休止・廃

施

止

　都市計画マスター

設

プランでは、歩いて暮

連

らせる都市づくりに向

絡

け、鉄道やバスなどの

バ

公共交通が主体となっ

ス

たネッ
トワークの形成

運

を目指すとしている。

行

　また、利用者からは

管

所要時間の短縮、増便

理

やバス停まで遠い地区

事

への乗り入れなどの要

業

望もある。
　鉄道・自

担

転車との連携など公共

当

交通ネットワーク構築

課

に向けた検討を行い、

都

公共交通（バス交通）

市

の利便性向上を
図る必

交

要がある。

通課

款 項

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

目

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

担

　
∨

当係 運輸



4

）碧南市4（4）安城

1

市8（9）知立市4（4）高浜市3（3）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 56,884 144,410 73,516 0 合計 73,515,825 円
工事請負費 36,125,280 円

財
　
源

特定財源 0 0 37,760 0 負担金、補助及び
交付金 37,390,545 円

一般財源 56,884 144,410 35,756 0

職員人件費　② 3,251 4,806 3,257 0

総事業費（①＋②） 60,135 149,216 76,773 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 繰越金

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

０

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 道路・交通
施

平

策体系
施策の内容 公共

成

交通の充実

目
　
　
　
的

２

　ＪＲ逢妻駅にエレベ

９

ーターを設置すること

年

主
た
る
内
容

〇エレベー

度

ター設置
で利用者の利

評

便性や安全性の向上を

価

図る。　 〇駅前広場改

）

良工事
　また、平成3

刈

2年までに一定基準に

谷

該当する ○自由通路の

市

改修工事
駅について、

事

バリアフリー化するこ

務

とを義務
付けた「高齢

事

者、障害者等の円滑化

業

の促進に
関する法律」

評

に対応する。

位
置
づ
け

価

関連計画 刈谷市都市交

シ

通戦略

根拠法令 高齢者

ー

、障害者等の移動等の

ト

円滑化の促進に関する

（

法律、刈谷市補助金等

様

交付規則

対象者 対象者

式

を限定せず 事業期間 平

１

成２５年度 ～ 平成２９

）

年度

実施方法 □直営　

会

■委託　□指定管理　

計

■補助・助成　□その

名

他

担当部 都市政策部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

一

　
績

２７年度実績 ２８

般

年度実績 ２９年度実績

会

３０年度計画

・改札内

計

エレベータ2基及び　

Ｊ

・南北の駅前広場から

Ｒ

連絡通 ・自由通路改修

逢

工事 　
　多目的トイレ

妻

設置工事に対 　路につ

駅

なぐエレベーター2基

駅

　
　する補助金交付 　

舎

設置 　
・南口改札外エ

改

レベータ設置 ・南口及

修

び北口駅前広場改良 　

事

　工事に備えた駅前広

業

場雨水 　工事 　　　―

担

――――――
　管移設

当

工事

　自由通路修繕工

課

事等、駅の長寿命化に

都

より、利用者の利便性

市

や安全性が向上した。

交

成果

課題

指標名称（単

通

位）
実績値 目標値

２７

課

年度 ２８年度 ２９年度

款

３０年度 ３２年度

活動

項

エレベーター設置数（

目

基） 2 2 0 ― ―
指標
成

担

果 1日当たり平均利用

当

者数（人） 4,373

係

4,520 4,774

運

― ―
指標

介助者なしで

輸

ホームまで移動できる

係

駅数　（　）は全駅数

8

他市との 刈谷市9（9



1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　自由通路の

平

修繕工事等により、利

成

用者の利便性や安全性

３

・法的業務
高い

を向上

０

させることができる。

年

必要性 ・市民ニーズ、

度

社会需要
・市民生活上

（

必要である　など

　移

平

動等円滑化の促進に関

成

する基本方針に基づき

２

、効率的
・コストの節

９

減、費用対効果
普通

に

年

事業が推進されている

度

。
効率性 ・執行体制の

評

効率性
・手段の最適性

価

　など

　鉄道駅の利便

）

性の向上、安全対策を

刈

推進するため、市が
・

谷

市が主体となって実施

市

する
高い

主体的に実施

事

するべき事業である。

務

妥当性 　べき事業であ

事

るか
・総合計画との整

業

合性　など

　自由通路

評

の修繕工事等、駅の長

価

寿命化により市民サー

シ

ビ

施策への ・施策への

ー

貢献度
高い

スへの貢献

ト

度は、高い。
・目標達

（

成度
貢献度 ・市民サー

様

ビスへの効果　など

今

式

後の方向性 □拡充　□

２

現状維持　□改善・効

）

率化　□縮小　■終期

会

設定　□休止・廃止

　

計

駅の整備が全て終了し

名

た。

担当部

Ｃ
 
　

都

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

市

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

政策部

一般会計
ＪＲ逢妻駅駅舎改修事業

担当課 都市交通課

款 項 目 担当係 運輸係

8 4



計

等にバス停を照らす照

画

明器具及びバスローケ

係

ーションシステムモニ

8

ターを順次

設置してい

4

く。
課題

指標名称（単

1

位）
実績値 目標値

２７

運

年度 ２８年度 ２９年度

輸

３０年度 ３２年度

成果

係

バスロケーションシステムのアクセス数（件） ― ― 1,235,020 1,500,000 1,800,000
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,767 3,525 10,760 7,100 合計 10,760,040 円
工事請負費 10,760,040 円

財
　
源

特定財源 0 0 3,510 0

一般財源 1,767 3,525 7,250 7,100

職員人件費　② 1,606 2,071 3,606 3,744

総事業費（①＋②） 3,373 5,596 14,366 10,844

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 地方創生推進交付金

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３０

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市環境

基本施

平

策 道路・交通
施策体系

成

施策の内容 公共交通の

２

充実

目
　
　
　
的

　公共

９

施設連絡バス停の待合

年

環境を整備する

主
た
る

度

内
容

○バスロケーショ

評

ンシステムモニター設

価

置
ことで、市民の移動

）

利便性を高める。 ○バ

刈

ス停の時刻表を照らす

谷

照明器具の設置
○バス

市

停改良工事
○バス停に

事

上屋、ベンチの設置

位

務

置
づ
け

関連計画 刈谷市

事

都市交通戦略

根拠法令

業

対象者 対象者を限定せ

評

ず 事業期間 ～

実施方法

価

■直営　□委託　□指

シ

定管理　□補助・助成

ー

　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事

名

　
業
　
実
　
績

２７年度

担

実績 ２８年度実績 ２９

当

年度実績 ３０年度計画

部

・刈谷駅北口バス停ベ

都

ンチ設 ・バス停を照ら

市

す照明器具設 ・バスロ

政

ケーションシステム ・

策

バスロケーションシス

部

テム
　置 　置    

一

       　 6

般

箇所 　モニター設置 

会

   3箇所 　モニタ

計

ー設置    2箇所

公

・総合健康センターバ

共

ス停 ・バス停改良工事

施

　2箇所 ・バス停を照

設

らす照明器具設 ・バス

連

停を照らす照明器具設

絡

　（1箇所）上屋等設

バ

置 ・依佐美中学校バス

ス

停に上屋 　置    

停

       　13

留

箇所 　置      

所

     　12箇所

整

　等の設置　　　　1

備

箇所　 ・バス停改良工

事

事　9箇所 ・バス停改

業

良工事　7箇所

利用者

担

が快適にバス利用でき

当

るよう、ミササガパー

課

クバス停他12箇所に

都

照らす照明器具を設置

市

した。また、バスロケ

交

ーシ

成果
ョンシステム

通

モニターを市役所・刈

課

谷ハイウェイオアシス

款

・ひまわりの各バス停

項

に設置したことにより

目

、利用者の利便性

を向

担

上させることができた

当

。

公共施設連絡バスの

係

利用者数が多いバス停



画係

8 4 1 運輸係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

平

由

  市民の移動手段

成

として公共施設連絡バ

３

スの利便性を高め
・法

０

的業務
高い

、充実させ

年

ることができる。
必要

度

性 ・市民ニーズ、社会

（

需要
・市民生活上必要

平

である　など

　利用者

成

が、バス停留所の表示

２

機、携帯電話からバス

９

の接
・コストの節減、

年

費用対効果
普通

近運行

度

案内情報の閲覧するこ

評

とで、目的地への到着

価

時刻を
効率性 ・執行体

）

制の効率性 把握するこ

刈

とができる。
・手段の

谷

最適性　など

　市民の

市

移動手段としてのコミ

事

ュティバスである公共

務

施設
・市が主体となっ

事

て実施する
高い

連絡バ

業

スの利便性を高めるた

評

め妥当性は高い。
妥当

価

性 　べき事業であるか

シ

・総合計画との整合性

ー

　など

　利用者が、快

ト

適にバス利用ができて

（

いる。

施策への ・施策

様

への貢献度
高い・目標

式

達成度
貢献度 ・市民サ

２

ービスへの効果　など

）

今後の方向性 □拡充　

会

□現状維持　■改善・

計

効率化　□縮小　□終

名

期設定　□休止・廃止

担

　公共施設連絡バスの

当

利用者の安全性・利便

部

性向上を図るため、Ｉ

都

Ｔ技術を活用した運用

市

・情報提供の高度化・

政

バス
停やインターネッ

策

ト上でバスの現在位置

部

情報を利用者が得るこ

一

とができるシステムの

般

提供を行う。また、車

会

内で乗換
えの待ち時間

計

を知ることなど、利便

公

性の充実について検討

共

していく。

施設連絡

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

バ

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

ス

　
∨

停留所整備事業
担当課 都市交通課

款 項 目 担当係 計



画

差点安 ・公共交通（バ

係

ス交通）に関 　けた調

、

査・検討
　全対策の調

拠

査研究 　する調査・分

点

析

・自動車交通の円滑

計

化に向け、新規幹線道

画

路に関する調査検討を

係

実施した。

成果
・刈谷

8

駅及び刈谷駅北口周辺

4

の安全性・利便性確保

1

に関する調査検討を実

運

施した。

・バス交通に

輸

関する市民ニーズ、バ

係

ス利用者ニーズの把握・分析を実施した。

・総合交通対策を進めるために、市内企業と連携を図り、移動の円滑化などの施策を検討する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

成果 自動車以外の交通分担率（％） ― 26.5 ― 27.7 29.0
指標
成果 車や自転車などで移動しやすい道路と思う市民の割 ― 67.4 ― 67.4 66.0
指標 合（％）

・交通戦略は愛知県内8市町で策定されている。
他市との （近隣市の自動車以外の交通分担率実績（第5次パーソントリップ調査（H23)）
比較検証 　　刈谷市 35.1%  安城市 30.2%  豊田市 27.0%  小牧市 29.0%  岡崎市 32.0%） 

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 91,259 149,475 129,447 138,966 合計 129,446,509 円
報償費 66,800 円

財
　
源

特定財源 0 41,440 61,618 3,029 旅費 740,140 円
需用費 189,216 円

一般財源 91,259 108,035 67,829 135,937 委

Ｄ

託料 128,450,

　

353 円

職員人件費

　

　② 16,452 17

　

,584 27,916

Ｏ

33,928

総事業費

　

（①＋②） 107,7

　

11 167,059 1

∧

57,363 172,

　

894

建
設
事
業

全体事

　

業費（単位：千円） 0

実

２９年度特定財源名称

　

２９年度までの累積事

　

業費 0 地域公共交通活

施

性化推進事業
補助金

３

　

１年度以降の事業費見

　

込 0

∨

平成３０

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 都市

平

環境

基本施策 道路・交

成

通
施策体系

施策の内容

２

総合交通対策の推進

目

９

　
　
　
的

　平成24年

年

6月に策定した都市交

度

通戦略を推進

主
た
る
内

評

容

　都市交通戦略に揚

価

げる施策を実施する。

）

し、基本理念である「

刈

ひとと環境にやさしく

谷

､ ○幹線道路計画調査

市

持続可能な都市交通体

事

系」の構築を目指す。

務

○交通課題の把握
○公

事

共施設連絡バスの運行

業

状況調査
○移動手段適

評

正化に向けた調査・検

価

討

位
置
づ
け

関連計画 刈

シ

谷市都市計画マスター

ー

プラン、刈谷市環境都

ト

市アクションプラン、

（

衣浦定住自立圏共生ビ

様

ジョン

根拠法令

対象者

式

対象者を限定せず 事業

１

期間 平成２４年度 ～ 平

）

成４２年度

実施方法 ■

会

直営　■委託　□指定

計

管理　□補助・助成　

名

□その他

担当部 都市政策部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

２７年度実

般

績 ２８年度実績 ２９年

会

度実績 ３０年度計画

・

計

刈谷市都市交通協議会

都

開催 ・幹線道路にかか

市

る調査・検 ・刈谷市都

交

市交通協議会開催 ・刈

通

谷市都市交通協議会開

計

催
・幹線道路にかかる

画

調査・検 　討 ・幹線道

調

路にかかる調査・検 ・

査

幹線道路にかかる調査

推

・検
　討 ・渋滞箇所の

進

対策検討 　討 　討
・公

事

共交通（バス交通）に

業

関 ・刈谷駅及び刈谷駅

担

北口周辺 ・渋滞箇所の

当

対策検討 ・都市交通戦

課

略の見直しに向
　する

都

検討 　の安全性・利便

市

性確保に向 ・刈谷駅及

交

び刈谷駅北口周辺 　け

通

た基礎調査
・大規模交

課

通量調査 　けた調査・

款

検討 　の安全性・利便

項

性確保に向 ・刈谷駅及

目

び刈谷駅北口周辺
・バ

担

スロケーションシステ

当

ム ・ＩＴＳ（高速道路

係

交通シス 　けた調査・

道

検討 　の安全性・利便

路

性確保に向
　導入検討

計

　テム）を活用した交



係、拠点計画係

8 4 1 運輸係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評

平

価 評価の理由

　地域活

成

力の向上、防災・減災

３

対策の推進、交通弱者

０

が安
・法的業務

高い
心

年

かつ安全に移動できる

度

移動環境の確保など、

（

交通を取り
必要性 ・市

平

民ニーズ、社会需要 巻

成

く環境は近年大きく変

２

化している。
・市民生

９

活上必要である　など

年

　市民の安全で快適な

度

移動環境を確保するた

評

めに、総合交
通体系の

価

確立は必要不可欠であ

）

ると考えられる。
　刈

刈

谷市都市交通戦略の効

谷

率的な推進にあたって

市

は、市民､
・コストの

事

節減、費用対効果
普通

務

企業等と協働で事業を

事

推進する必要があり、

業

現在、一部事
効率性 ・

評

執行体制の効率性 業に

価

おいては協働で実施し

シ

ており、効率性は図ら

ー

れている
・手段の最適

ト

性　など と考えている

（

。

　総合交通対策の推

様

進主体として、市民、

式

企業、交通事業
・市が

２

主体となって実施する

）

高い
者、官公庁など多

会

岐にわたっている。
妥

計

当性 　べき事業である

名

か 　総合計画でも重点

担

施策のひとつと位置づ

当

けられており、
・総合

部

計画との整合性　など

都

市がコーディネーター

市

として積極的に調整推

政

進役を担う必
要がある

策

と考えている。
　様々

部

な手段で移動できる交

一

通環境が構築されるこ

般

とによ

施策への ・施策

会

への貢献度
高い

り、市

計

民サービスへの貢献度

都

は高い。
・目標達成度

市

貢献度 ・市民サービス

交

への効果　など

今後の

通

方向性 □拡充　■現状

計

維持　□改善・効率化

画

　□縮小　□終期設定

調

　□休止・廃止

・総合

査

交通対策の推進のため

推

平成24年6月に策定

進

した「刈谷市都市交通

事

戦略」に掲げる施策の

業

推進を図るとともに、

担

中
間改定に向けた調査

当

検討を行っていく。

課 都市交

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

通

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

課

　
評
　
価
　
∨

款 項 目 担当係 道路計画



係

6,378 33,10

8

0 317,009 合計

4

16,550,000

1

 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 1,384 交付金 16,550,000 円

一般財源 16,397 16,378 33,100 315,625

職員人件費　② 588 586 853 897

総事業費（①＋②） 16,985 16,964 33,953 317,906

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

０

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 道路・交

平

通
施策体系

施策の内容

成

公共交通の充実

目
　
　

２

　
的

　乗合バス路線を

９

維持存続することによ

年

り、

主
た
る
内
容

名鉄バ

度

スが運行する刈谷・愛

評

教大線を維持す
愛知教

価

育大学学生の通学手段

）

を確保するとと るため

刈

、経常費用と経常収益

谷

の差額を補助す
もに、

市

北部地域と刈谷駅周辺

事

への移動の利便 る。
性

務

を向上させる。

位
置
づ

事

け

関連計画 刈谷市都市

業

交通戦略

根拠法令 刈谷

評

市補助金等交付規則

対

価

象者 対象者を限定せず

シ

事業期間 平成１９年度

ー

～

実施方法 □直営　□

ト

委託　□指定管理　■

（

補助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

２７年度実績 ２８年

都

度実績 ２９年度実績 ３

市

０年度計画

利用者数　

政

51,240人 利用者

策

数　47,789人 利

部

用者数　46,451

一

人 利用者数　47,0

般

00人

　刈谷・愛教大

会

線と公共施設連絡バス

計

との連携等についてバ

地

ス事業者と検討した。

方

成果

　今後は、利用者

バ

増に向け、引き続き公

ス

共施設連絡バスとの連

路

携等を検討する必要が

線

ある。

課題

指標名称（

維

単位）
実績値 目標値

２

持

７年度 ２８年度 ２９年

費

度 ３０年度 ３２年度

成

補

果 利用者数（人） 51

助

,240 47,789

事

46,451 47,0

業

00 50,000
指標

担

指標

他市との
比較検証

当課 都市交通課

款 項

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

目

　
ト

単位：千円
２７年

担

度 ２８年度 ２９年度 ３

当

０年度 ２９年度

（決算

係

） （決算） （決算） （

運

予算） 事業費内訳

事業

輸

費　① 16,397 1



輸

金 3,501,794

係

,082 円

財
　
源

特

8

定財源 0 0 1,794

4

0

一般財源 0 0 3,5

1

00,000 7,150

職員人件費　② 0 0 47 242

総事業費（①＋②） 0 0 3,501,841 7,392

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

０

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市環境

基本施策 道路・

平

交通
施策体系

施策の内

成

容 公共交通の充実

目
　

２

　
　
的

道路、橋りょう

９

その他の交通に係る施

年

設

主
た
る
内
容

都市交通

度

施設を整備するための

評

基金を積み立
（都市交

価

通施設）を計画的かつ

）

効率的に整備 てる。
す

刈

るための財源を確保す

谷

る。 　基金対象施設
○

市

道路関連
○公共交通関

事

連

位
置
づ
け

関連計画 刈

務

谷市都市交通戦略

根拠

事

法令 刈谷市都市交通施

業

設整備基金条例第３条

評

対象者 対象者を限定せ

価

ず 事業期間 平成２８年

シ

度 ～

実施方法 ■直営　

ー

□委託　□指定管理　

ト

□補助・助成　□その

（

他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実

当

　
績

２７年度実績 ２８

部

年度実績 ２９年度実績

都

３０年度計画

　 ・2,

市

000,000千円を

政

基金に積み・運用収入

策

を基金に積み立て ・

部

運用収入を基金に積み

一

立て 
　 　立てた。  

般

 た。   る。
　 ・3

会

,500,000千円

計

を基金に積み・繰り入

都

れ　
　 　立てた。  「

市

市道01‐4線他道路

交

新設改
　　　――――

通

――― 　良」他4事業

施

・都市交通施設整備基

設

金に積み立てた。

成果

整

課題

指標名称（単位）

備

実績値 目標値

２７年度

基

２８年度 ２９年度 ３０

金

年度 ３２年度

活動
指標

積

活動
指標

他市との
比較

立

検証

事業
担当課 都市交

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

通

　
ス
　
ト

単位：千円
２

課

７年度 ２８年度 ２９年

款

度 ３０年度 ２９年度

（

項

決算） （決算） （決算

目

） （予算） 事業費内訳

担

事業費　① 0 0 3,5

当

01,794 7,15

係

0 合計 3,501,7

運

94,082 円
積立



係

２９年度 ３０年度 ２９

8

年度

（決算） （決算）

4

（決算） （予算） 事業

3

費内訳

事業費　① 0 950 972 1,100 合計 972,000 円
委託料 972,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 950 972 1,100

職員人件費　② 0 977 775 780

総事業費（①＋②） 0 1,927 1,747 1,880

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0
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総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 道路・交

平

通
施策体系

施策の内容

成

総合交通対策の推進

目

２

　
　
　
的

　市内の駐輪

９

場の利用状況を調査し

年

、利用状

主
た
る
内
容

○

度

刈谷駅等の周辺駐輪場

評

の利用実態調査
況の推

価

移を取りまとめること

）

により、駐輪場 　市内

刈

駐輪場　27箇所
整備

谷

計画の基礎資料とする

市

。 　調査回数　　1回

事

/月

位
置
づ
け

関連計画

務

刈谷市都市交通戦略

根

事

拠法令 自転車の安全利

業

用の促進及び自転車等

評

の駐車対策の総合的推

価

進に関する法律

対象者

シ

対象者を限定せず 事業

ー

期間 平成２８年度 ～

実

ト

施方法 □直営　■委託

（

　□指定管理　□補助

様

・助成　□その他

式１）
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７年度実績 ２８年度実
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績 ２９年度実績 ３０年

政

度計画

　 ・刈谷駅等の

策

周辺駐輪場の ・刈谷駅

部

等の周辺駐輪場の ・刈

一

谷駅等の周辺駐輪場の

般

　 　利用実態調査 　利

会

用実態調査 　利用実態

計

調査
　 　　市内駐輪場

自

　26箇所 　　市内駐

転

輪場　27箇所 　　市

車

内駐輪場　27箇所
　

等

　　調査回数　　1回

駐

/月 　　調査回数　　

車

1回/月 　　調査回数

場

　　1回/月
　　　―

調
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・市内の

査

自転車駐車場の利用状

事

況とその推移を把握す

業

ることができた。

成果

担

・自転車駐車場の整備

当

を計画的に推進してい

課

く必要がある。
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